
5-2

H29 H30 R1 R2 R3

1 - - - - - 100% - 100%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【令和3年度】

主管課名（担当名） 水産研究所

事務事業名 共同経済活動における増養殖施設整備事業 事業番号 12917

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合等

対象者の今後の予想 減少

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　栽培漁業研究センターの外構工事を実施する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　施設の円滑な維持管理を図る。

３　事務事業の現状

実績値

栽培漁業研究センターの外構工事進
捗率

R3予算 R3決算 R4予算

4,290 4,125

国道支出金

地方債

その他 4,290 4,125

一般財源 0 0

人員（人工） 0.08 0.08

616 616

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 4,906 4,741

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） - －

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（R2）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳



カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市直営施設の整備であり、主な目的は市が主体となった水産研究であることから、受益者に負担を

求めるものではない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 　見学等が可能な公共施設であるため、市民ニーズはある。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　施設が円滑に維持管理されている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市直営施設の整備であるため、市が実施すべきである。

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 令和４年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない



5-2

H29 H30 R1 R2 R3

1 - - - - - - - 80%

2 - - - - - - - 80%

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【令和3年度】

主管課名（担当名） 水産研究所

事務事業名
水産研究所管理運営経費（魚類陸上養殖システム等
研究設備導入）

事業番号 231

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 沿岸漁業の振興

施策目標 持続可能で魅力ある沿岸漁業を展開するまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合等

対象者の今後の予想 減少

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　ベニザケやサクラマスの陸上養殖技術研究のため、研究設備を導入する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　沿岸漁業振興のため、各種沿岸魚種の養殖技術開発等を図る。

３　事務事業の現状

実績値

ベニザケ種苗の生残率（年間）

サクラマス種苗の生残率（年間）

R3予算 R3決算 R4予算

4,676 3,947

国道支出金

地方債

その他

一般財源 4,676 3,947

人員（人工） 1.00 1.00

7,704 7,704

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 12,380 11,651

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） - -

施策体系との関連

対　象

活動指標名
計画値
（R2）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳



カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　市直営施設への機器導入であり、主な目的は市が主体となった水産研究であることから、受益者

に負担を求めるものではない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 　沿岸漁業は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズはある。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　導入されたシステムは所要の機能を発揮している。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

　市直営施設への機器導入であるため、市が実施すべきである。

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 令和４年６月

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない


